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資料－１ 福生市防災会議委員名簿 

  

平成 30 年７月１日現在 

 職   名 役職 

１ 福生市長 会長 

２ 国土交通省関東地方整備局相武国道事務所長 委員 

３ 国土交通省関東地方整備局京浜河川事務所長 委員 

４ 東京都西多摩建設事務所副所長兼庶務課長 委員 

５ 東京都西多摩保健所企画調整課長 委員 

６ 東京都水道局多摩水道改革推進本部あきる野給水事務所長 委員 

７ 警視庁福生警察署長 委員 

８ 東京消防庁福生消防署長 委員 

９ 福生市副市長 委員 

10 福生市総務部長 委員 

11 福生市教育長 委員 

12 福生市消防団長 委員 

13 陸上自衛隊第１施設大隊長 委員 

14 福生市医師会会長 委員 

15 福生市歯科医師会代表 委員 

16 福生市交通安全推進委員会会長 委員 

17 福生警察署管内防犯協会会長 委員 

18 公立福生病院院長 委員 

19 目白第二病院院長 委員 

20 東日本旅客鉄道(株) 拝島駅長 委員 

21 武陽ガス(株) 代表取締役社長 委員 

22 東日本電信電話(株)東京事業部東京西支店長 委員 

23 東京電力パワーグリッド(株) 立川支社長 委員 

24 西多摩運送(株) 立川センター長 委員 

25 公益社団法人東京都柔道接骨師会西多摩支部福生地区長 委員 

26 日本郵便(株) あきる野郵便局長 委員 

27 福生市社会福祉協議会会長 委員 

28 自主防災組織代表 委員 

29 学識経験者 委員 

30 福生防災女性の会福生支部長 委員 
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資料－２ 福生市防災会議条例 

昭和 39 年 11 月２日条例第 43号 

改正昭和 55 年３月 31 日条例第 10号 

平成 12 年３月６日条例第 10号 

平成 24 年９月 28 日条例第 22号 

（趣旨） 

第１条 この条例は、災害対策基本法（昭和 36年法律第 223 号）第 16 条第６項の規定に

基づき、福生市防災会議（以下「防災会議」という。）の所掌事務及び組織を定めるも

のとする。 

（所掌事務） 

第２条 防災会議は、次に掲げる事務をつかさどる。 

(１) 福生市地域防災計画を作成し、その実施を推進すること。 

(２) 福生市長（以下「市長」という。）の諮問に応じて福生市の地域に係る防災に関

する重要事項を審議すること。 

(３) 前号に規定する重要事項に関し、市長に意見を述べること。 

(４) 前３号に掲げるもののほか、法律又はこれに基づく政令によりその権限に属する

事務 

（会長及び委員） 

第３条 防災会議は、会長及び委員をもって組織する。 

２ 会長は、市長をもって充てる。 

３ 会長は、会務を総理する。 

４ 会長に事故があるときは、あらかじめその指名する委員がその職務を代理する。 

５ 委員は、次に掲げる者のうちから市長が委嘱又は任命する。 

(１) 指定地方行政機関の職員 

(２) 東京都の知事の部内の職員 

(３) 警視庁の警察官 

(４) 東京消防庁の消防吏員 

(５) 市長の部内の職員 

(６) 福生市教育委員会の教育長 

(７) 福生市消防団の消防団長 

(８) 自衛隊の自衛官 

(９) 指定公共機関、指定地方公共機関又は公共的団体の役員又は職員 

(10) 自主防災組織を構成する者 

(11) 学識経験のある者 

(12) 前各号に掲げる者のほか、市長が防災上必要と認める者 

６ 前項の委員の総数は、30人以内とする。 

７ 第５項第９号から第 12 号までの委員の任期は２年とする。ただし、補欠の委員の任期

は、その前任者の残任期間とする。 

８ 前項の委員は、再任することができる。 

（専門委員） 

第４条 防災会議に、専門の事項を調査させるため、専門委員を置くことができる。 

２ 専門委員は、関係地方行政機関の職員、東京都の職員、福生市の職員、関係指定公共

機関の役員又は職員、関係指定地方公共機関の役員又は職員及び学識経験のある者のう

ちから、市長が委嘱又は任命する。 

３ 専門委員は、当該専門の事項に関する調査が終了したときは、解任される。 
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（議事等） 

第５条 前各条に定めるもののほか、防災会議の議事運営に関し必要な事項は、会長が防

災会議に諮って定める。 

 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（昭和 55 年３月 31 日条例第 10号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（平成 12 年３月６日条例第 10 号） 

この条例は、平成 12 年４月１日から施行する。 

附 則（平成24年９月28日条例第22号） 

 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行の際、現にこの条例による改正前の福生市防災会議条例の規定によ

り任命又は指名されている福生市防災会議の委員である者は、その任期が終了するま

での間は、この条例による改正後の福生市防災会議条例の規定により委嘱又は任命さ

れている福生市防災会議の委員とみなす。 
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資料－３ 福生市災害対策本部条例 

昭和 39 年 11 月２日 条例第 42 号 

 平成 16年３月 30日 条例第 12号 

改正平成 24 年９月 28 日 条例第 23 号 

 

（趣旨） 

第１条 この条例は、災害対策基本法（昭和 36年法律第 223 号）第 23 条の２第８項の規

定に基づき、福生市災害対策本部（以下「本部」という。）に関し必要な事項を定める

ものとする。 

一部改正〔平成 16年条例 12号・24 年 23 号〕 

（本部の組織） 

第２条 本部に本部長室及び部を置く。 

２ 部に部長を置く。 

３ 本部長室及び部に属すべき本部の職員は、市規則で定める。 

一部改正〔平成 24年条例 23号〕 

（職務） 

第３条 災害対策本部長（以下「本部長」という。）は、本部の事務を総括し、本部の職

員を指揮監督する。 

２ 災害対策副本部長は、本部長を補佐し、本部長に事故あるときは、その職務を代理す

る。 

３ 部長は、本部長の命を受け、部の事務を掌理する。 

４ 災害対策本部員は、本部長の命を受け本部長室の事務に従事する。 

５ その他の本部の職員は、部長の命を受け、部の事務に従事する。 

（雑則） 

第４条 前２条に定めるもののほか、本部に関し必要な事項は市規則で定める。 

一部改正〔平成 16年条例 12号〕 

 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（平成 16 年３月 30 日条例第 12号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（平成 24 年９月 28 日条例第 23号） 

この条例は、公布の日から施行する。 
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資料－４ 福生市災害等緊急対策会議設置要綱 

平成 13 年 11 月 16 日決定 

改正平成 16 年 10 月１日 
（目的） 

第１条 この要綱は、福生市災害対策本部条例（昭和 39 年条例第 42号）に基づく福生市

災害対策本部（以下「災害対策本部」という。）設置以前の災害等に対する緊急対策活

動及び災害防止活動を迅速かつ的確に実施するため、必要な事項を定めることを目的と

する。 

（災害の定義） 

第２条 この要綱において災害等とは、自然災害のほか、大規模事故、大火災及び爆発並

びに市全体に甚大な影響や危険を及ぼすことが想定される事象をいう。 

（設置） 

第３条 福生市災害等緊急対策会議（以下「緊急対策会議」という。）は、緊急対策を実

施する必要があると認めたときに設置する。 

２ 緊急対策会議議長（以下「議長」という。）には、副市長をもって充てる。 

３ 緊急対策会議副議長（以下「副議長」という。）には、教育長をもって充てる。 

（議長の職務） 

第４条 議長は、緊急対策会議を招集し、かつ、総理する。 

２ 議長は、緊急対応の重要な事項について指示し、又は調整を行う。 

３ 議長は、災害等の状況によって関係職員及び防災・防犯等の関係者の出席を求めるこ

とができる。 

（副議長の職務） 

第５条 副議長は、議長を補佐し、議長に事故あるとき又は欠けたときは、議長があらか

じめ指名した者がその職務を代理する。 

（組織） 

第６条 緊急対策会議には、次の組織を置く。 

(１) 緊急対策会議部 

(２) 緊急対応班 

２ 緊急対策会議部は、各部長、秘書広報課長、安全安心まちづくり課長及び消防団長を

もって構成する。 

３ 緊急対応班の構成は、必要に応じて議長が決定する。 

（態勢） 

第７条 議長は、災害等の状況により次の態勢をとることができる。 

(１) 警戒態勢 

(２) 情報連絡態勢 

（情報収集及び広報） 

第８条 情報収集の総括は、総務部安全安心まちづくり課防災係が行うものとする。 

２ 第３条第１項の規定にかかわらず、災害等に関する情報を受けた職員は、総務部安全

安心まちづくり課防災係まで速やかに連絡するものとする。 

３ 広報活動は、企画財政部秘書広報課が行うものとする。 

 一部改正〔平成 16 年 10 月１日〕 

（建議） 

第９条 緊急対策会議は、必要に応じて災害対策本部の設置を市長に建議することができ

る。 

（解散） 

第 10条 緊急対策会議は、災害対策本部が設置された場合又はその災害等が終息した場合

は、解散する。 

（委任） 

第 11条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は別に定める。

javascript:OpenResDataWin('33990101004200000000','41690101001200000000')
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資料－５ 災害応急対策に使用する計画のある車両関係 

 

【車両一覧表】 

№ 車両名 車体の形状 自動車登録番号又は車両番号 

１ エブリイ バン 八王子 480 く 576 

２ リーフ 箱型 八王子 300 る 6578 

３ キャリイ キャブオーバ 八王子 480 い 7928 

４ キャリイ キャブオーバ 八王子 480 き 4683 

５ ミニホイールローダー 小型特殊自動車 特 276    

６ ワゴンＲ 箱型 八王子 580 あ 7169 

７ サクシード バン 八王子 400 す 3111 

８ エブリイ バン 八王子 480 け 3098 

９ ミラ 箱型 八王子 580 ま 822 

10 セレナ 消防車 八王子 800 さ 6574 

11 エルフ 広報車 八王子 800 す 391 

12 キャラバン バン 八王子 400 そ 9004 

13 エルフ 消防車 八王子 830 さ 2301 

14 エルフ 消防車 八王子 830 さ 2302 

15 エルフ 消防車 八王子 830 す 2303 

16 エルフ 消防車 八王子 830 さ 2304 

17 エルフ 消防車 八王子 830 す 2305 

18 キャリイ キャブオーバ 八王子 480 か 3865 

19 プリウス 箱型 八王子 300 も 2271 

20 ミニローダー 小型特殊自動車 特 267    

21 キャンター ダンプ 八王子 100 さ 3894 

22 パートナー バン 八王子 400 す 145 

23 エブリイ バン 八王子 480 あ 3365 

24 エブリイ 道路作業車 八王子 880 あ 1422 

25 エブリイ バン 八王子 480 く 7002 

26 ｸﾘｯﾊﾟｰﾄﾗｯｸ キャブオーバ 八王子 480 い 8013 

27 タウンエース バン 八王子 400 せ 7717 

28 ライトエース キャブオーバ 八王子 400 そ 3446 

29 キャンター バン 八王子 100 す 4591 

30 キャンター バン 八王子 100 す 4592 

31 キャンター バン 八王子 100 す 4593 

32 キャンター バン 八王子 100 す 4594 

33 キャンター バン 八王子 100 す 4595 

※「車体の形状」については自動車検査証に記載のもの 
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№ 車両名 車体の形状 自動車登録番号又は車両番号 

34 キャンター バン 八王子 100 す 4596 

35 リーフ 箱型 八王子 301 た 1751 

36 e-NV200 バン 八王子 100 す 4575 

37 e-NV200 バン 八王子 100 す 4587 

38 e-NV200 バン 八王子 100 す 4588 

39 ミラ バン 八王子 40 て 9191 

40 エブリイ バン 八王子 480 く 7003 

41 エブリイ バン 八王子 480 こ 2156 

42 ハイエース バン 八王子 400 た 140 

43 ミラ バン 八王子 40 て 9188 

44 エブリイ バン 八王子 480 え 7339 

45 エブリイ バン 八王子 480 こ 5487 

46 ヴェルファイア ステーションワゴン 八王子 301 そ 468 

47 ワゴンＲ 箱型 八王子 580 う 1453 

48 セレナ 車いす移動車 八王子 800 さ 5182 

49 クラウン 箱型 八王子 300 た 7318 

50 プリウス 箱型 八王子 300 め 1672 

51 フィット ステーションワゴン 八王子 501 つ 8874 

52 エスティマ ステーションワゴン 八王子 300 む 8225 

53 エスティマ ステーションワゴン 八王子 300 む 8226 

54 パートナー バン 八王子 400 す 144 

55 ＡＤバン バン 八王子 400 せ 1468 

56 ミラ バン 八王子 40 な 6876 

57 ミラ バン 八王子 40 て 9192 

58 ﾐﾆｷｬﾌﾞﾄﾗｯｸ キャブオーバ 八王子 40 つ 2930 

59 エブリイ バン 八王子 480 く 577 

60 プロボックス バン 八王子 400 す 8438 

61 エブリイ バン 八王子 480 く 578 

62 ミラ バン 八王子 40 て 9189 

63 エブリイ バン 八王子 480 く 579 

64 デュトロ ダンプ 八王子 100 さ 6929 

65 ラウム 箱型 八王子 500 つ 1777 

66 リーフ 箱型 八王子 300 る 6577 

67 エブリイ バン 八王子 480 こ 2873 

68 レジアス 身体障害者輸送車 八王子 800 さ 3219 

69 フィット ステーションワゴン 八王子 501 ぬ 1744 

※「車体の形状」については自動車検査証に記載のもの 
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資料－６ 防災行政無線（固定系）屋外子局設置箇所 

 
番号 設置場所名称 設置地番 

１ 東京都水道局福生武蔵野台浄水所 武蔵野台２－32－１ 

２ 福生第六小学校 加美平１－９－１ 

３ 加美平西公園内 加美平３－26 

４ 福生市保健センター 福生 2125－３ 

５ 柳通り付近 福生 965 

６ 第五分団車庫 福生 1162－９ 

７ 原ヶ谷戸どんぐり公園内 福生 2318－１ 

８ 第７フラワーハイツ 福生 789－２ 

９ 福生市民会館 福生 2455－３ 

10 熊牛会館 熊川 905－９ 

11 かやと橋付近 志茂５－１ 

12 福生第七小学校 北田園１－１－１ 

13 福生市中央体育館 北田園２－９－１ 

14 都営熊川アパート緑地内（八高線脇） 熊川 1420－12 

15 武蔵野橋公園内 熊川 1395－８ 

16 第一分団車庫 熊川 198－２ 

17 明神下公園内 南田園１－12－１ 

18 福東会館 熊川 1662－７ 

19 福生第二小学校 熊川 620－４ 

20 福生第四小学校 福生 1290－１ 

21 福生市役所 本町６－１ 

22 熊川団地公園内 熊川 95－35 

23 熊川地域体育館 熊川 380－７ 

24 福東グランド 熊川 1610－２ 

25 市民会館駐車場 熊川 1076－11 

26 富士見公園内 南田園２－12－１ 

27 志茂二睦会館 志茂 178－２ 

28 永田橋脇 福生 3229－２ 

29 横田交番 福生 2212－７ 

30 武蔵野台東公園内 武蔵野台１－14 

31 福生第二中学校 加美平１－22－３ 

32 東福生駅 武蔵野台１－１－32 

33 牛一会館 牛浜 83 

34 福生第一小学校 福生 1055－１ 

35 福生第五小学校 南田園１－２－２ 

36 玉川台自主防災倉庫脇 熊川 1412－46 

37 フレンドシップパーク内 福生 2352－21 

38 福生市営競技場 福生 3232－18 

39 福生第一中学校 熊川 845－1 

40 加美平南公園内 加美平３－10 

41 目白第二病院付近 福生 1974－13 

42 武蔵野台第一児童遊園内 武蔵野台１－22－52 

43 加美平北公園内 加美平２－12 

44 天神児童遊園内 福生 1687－１ 

45 中福生公園内 福生 518－２ 

46 牛二公園内 福生 2472－11 

47 福生第三小学校 牛浜 162－２ 

48 福栄ミレニアムパーク内 熊川 1143－１ 

49 桜公園内 南田園３－15－１ 

50 都立多摩工業高等学校 熊川 215－１ 

51 福生駅東口 東町 20 

52 福生駅西口公園内 福生 773－13 

53 拝島駅北口 熊川 1697－29 

54 牛浜駅東口公園内 牛浜 126－６ 

※設置地番は公図上の設置地点のものであり、各施設の代表住所とは異なる場合がある。 

※設置地番は公図上の設置地点のものであり、各施設の代表住所とは異なる場合がある。 
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資料－７ 指定避難所・福祉避難所・一時避難場所・広域避難場所一覧 

 

指定避難所 

№ 避難所名称 所在地 
面積 

（㎡） 

基本収

容人員 

（人） 

最大収容 

人員（人） 

《参考》 

電話番号 

1 
福生第一小学校 

福生1055 534 324 918 
551-3542 

災害時特設公衆電話 ５回線 

2 
福生第二小学校 

熊川623 521 316 958 
551-6141 

災害時特設公衆電話 ５回線 

3 福生第三小学校 牛浜162  526 319 1,043 551-0257 

4 
福生第四小学校 

福生1290 526 319 771 
551-0840 

災害時特設公衆電話 ５回線 

5 
福生第五小学校 

南田園１－２－２ 485 294 795 
552-0256 

災害時特設公衆電話 ５回線 

6 
福生第六小学校 

加美平１－９－１ 455 276 1,061 
551-0752 

災害時特設公衆電話 ５回線 

7 福生第七小学校 北田園１－１－１ 516 313 892 551-9304 

8 
福生第一中学校 

熊川845 515 312 1,061 
551-0373 

災害時特設公衆電話 ５回線 

9 
福生第二中学校 

加美平１－22－１ 751 455 1,090 
551-9601 

災害時特設公衆電話 ５回線 

10 
福生第三中学校 

南田園３－１－１ 665 403 895 
551-9302 

災害時特設公衆電話 ５回線 

11 
都立福生高等学校 

北田園２－11－３ 701 425 876 
552-5613 

災害時特設公衆電話 ５回線 

12 
都立多摩工業高等学校 

熊川215 716 440 822 
551-0499 

災害時特設公衆電話 ５回線 

13 福生市中央体育館 北田園２－９－１ 960 582 1,631 552-5511 

14 熊川地域体育館 熊川380－７ 643 390 531 552-1980 

15 福生地域体育館 武蔵野台１－８－７ 701 425 672 530-8811 

16 福東会館 熊川1662－７ 205 124 124 551-7993 

17 
防災食育センター 

熊川1606－１ 512 310 372 
551-1344 

災害時特設公衆電話 ５回線 

合   計 9,932 6,027 14,512  

※面積は実際に使用可能な延床面積から、通路等として使用するためのスペースを除いた面積 

※学校の面積は、体育館の面積 

※福生市中央体育館、熊川地域体育館、福生地域体育館の面積は、主たる競技場の面積 

※福東会館の面積は、三階建て延べ面積 

※防災食育センターの面積は、研修室及び食育展示・見学ホールの延べ面積 

※最大収容人員は、使用可能な教室、特別教室、ランチルーム、会議室等を含めた面積から試算 
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※都立高校の最大収容人員は、「避難所等施設利用に関する協定書」及び「避難所等施設利用に

関する協定に関する覚書」に基づき格技棟を含めた面積から試算 

※防災食育センターの最大収容人員は、調理員休憩室２箇所と調理員食堂を含めた面積から試算 

 

福祉避難所 

№ 施設名称 所在地 協定締結先 電話番号 備考 

１ サンシャインビラ 北田園１－53－３ 社会福祉法人福陽会 551-1703  

２ 第２サンシャインビラ 福生3244－10      〃 553-3701  

３ ヨコタホーム 福生2300－４ 社会福祉法人もくせい会 553-6633  

４ ことぶき苑 北田園１－56－１ 社会福祉法人福寿会 539-2910  

５ ユーアイビラ 南田園１－10－３ 医療法人社団永進会 539-7122  

６ 熊川病院 熊川154 医療法人社団豊寿会 553-3001  

７ 福生学園 熊川1600－２ 社会福祉法人あすはの会 530-6961  

※福祉避難所は災害時、市が開設が必要と認めた場合、協定に基づき、協定締結先に対し開設を

依頼する。 
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一時避難場所 

№ 避難場所名称 所在地 
有効面積 

（㎡） 

収容人員 

（人） 
備考 

１ 福生第一小学校 福生1055 8,150.00  8,000  

２ 福生第二小学校 熊川623 6,469.00  6,000  

３ 福生第三小学校 牛浜162 7,840.00  7,000  

４ 福生第四小学校 福生1290 8,241.00  8,000  

５ 福生第五小学校 南田園１－２－２ 8,946.00  8,000  

６ 福生第六小学校 加美平１－９－１ 6,082.00  6,000  

７ 福生第七小学校 北田園１－１－１ 11,990.00  11,000  

８ 福生第一中学校 熊川845 26,111.00  26,000  

９ 福生第二中学校 加美平１－22－１ 12,322.00  12,000  

10 福生第三中学校 南田園３－１－１ 12,223.00  12,000  

11 都立福生高等学校 北田園２－11－３ 10,183.00  10,000  

12 都立多摩工業高等学校 熊川215 7,715.00  7,000  

13 加美平公園 加美平１－21 10,644.97  10,000  

14 もくせい公園 福生2148－１ 2,107.10  2,000  

15 わらつけ公園 福生2151－12 3,811.63  3,000  

16 福生公園 牛浜163 36,313.10  35,000  

17 福東公園 熊川1620 23,250.30  23,000  

18 明神下公園 南田園１－12－１ 7,163.63  7,000  

19 睦公園 熊川422－１ 1,781.98  1,000  

20 牛一公園 牛浜59－２ 1,266.47  1,000  

21 ひふみ公園 本町25－４ 1,238.54  1,000  

22 原ヶ谷戸児童公園 福生2250－11 2,587.65  2,000  

23 フレンドシップパーク 福生2351－11 1,463.81  1,000  

24 熊牛公園 熊川929－５ 2,222.36  2,000  

25 武蔵野台東公園 武蔵野台１－14 3,306.02  3,000  

26 福東少年野球場 熊川1608 11,717.00  11,000  

27 福栄ミレニアムパーク 熊川1143－１ 2,908.76 2,000  

28 福東トモダチ公園 熊川1573－１ 12,627.00 12,000  

29 玉川上水緑地日光橋公園 熊川1386－１ 13,551.32 13,000  

30 みずくらいど公園 熊川1359-1 7,073.61 7,000  

合   計 271,307.25 257,000  

※ 一時避難場所とは、災害発生時に一時的に避難する場所 
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広域避難場所 

№ 避難場所名称 所在地 
有効面積 

（㎡）  

収容人員 

（人） 
備考 

１ 多摩川緑地福生南公園 南田園１－１－１ 61,322.28  61,000  

２ 多摩川緑地福生柳山公園 北田園２－８－２ 19,108.87  19,000  

３ 多摩川緑地福生かに坂公園 福生1185－15 14,807.69  14,000  

４ 多摩川中央公園 北田園１先 65,705.98  65,000  

 合   計 160,944.82 159,000  

※ 広域避難場所とは一時避難場所が延焼等で危険になった場合に避難する場所（但し水

災害時は除く） 
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資料－８ 災害用備蓄倉庫一覧 

 

災害用備蓄庫 

備蓄庫名 所在地 

わらつけ中央災害備蓄庫 福生 2303-７ 

第１備蓄庫（一分団車庫） 熊川 198-２ 

第２備蓄庫（二分団車庫） 熊川 710-９ 

第３備蓄庫（三分団車庫） 志茂 219 

第４備蓄庫（四分団車庫） 福生 1055-１ 

第５備蓄庫（五分団車庫） 福生 1162-９ 

ひふみ備蓄庫（ひふみ公園内） 本町 25 

福東トモダチ公園備蓄庫 福生市熊川 1573-１ 

防災食育センター 熊川 1606-１（施設内） 

 

 

避難所用備蓄倉庫 

避難所用備蓄倉庫 所在地 

福生第一小学校 福生 1055 

福生第二小学校 熊川 623 

福生第三小学校 牛浜 162 

福生第四小学校 福生 1290 

福生第五小学校 南田園１-２-２ 

福生第六小学校 加美平１-９-１ 

福生第七小学校 北田園１-１-１ 

福生第一中学校 熊川 845 

福生第二中学校 加美平１-22-１ 

福生第三中学校 南田園３-１-１ 

福生市中央体育館 北田園２-９-１ 

熊川地域体育館 熊川 380-７ 

都立福生高等学校 北田園２-11 

都立多摩工業高等学校 熊川 215 

福東会館 熊川 1398-45（日光橋公園内） 

福生地域体育館 武蔵野台１－８－７ 

防災食育センター 熊川 1606-１（施設内） 
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資料－９ 自主防災倉庫一覧 

№ 地域自主防災倉庫 所在地 設置場所名称 

１ 福生熊川住宅地区自主防災倉庫 熊川 95 熊川住宅第７号棟北側 

２ 南地区自主防災倉庫 熊川 80－２ 南会館 

３ 内出地区自主防災倉庫 熊川 198－２ 第一分団車庫脇 

４ 武蔵野地区自主防災倉庫 熊川 1396 武蔵野会館 

５ 福東地区自主防災倉庫 熊川 1620 福東グランド 

６ 南田園一丁目地区自主防災倉庫 南田園１－12－９ 明神下公園 

７ 鍋ヶ谷戸第一地区自主防災倉庫 熊川 559－１ 白梅会館 

８ 鍋ヶ谷戸第二地区自主防災倉庫 熊川 798 熊川駅東駐輪場隣 

９ 玉川台地区自主防災倉庫 熊川 1412－46 旧玉川台児童遊園 

10 富士見台地区自主防災倉庫 熊川 1315 都営熊川アパート内集会所前 

11 福栄地区自主防災倉庫 熊川 1325 都営熊川アパート 21 号棟西側 

12 熊川牛浜地区自主防災倉庫 熊川 929－５ 熊牛公園 

13 福生団地地区自主防災倉庫 南田園３－３ 福生団地 12 号棟西側 

14 南田園三丁目地区自主防災倉庫 南田園３－15－１ 桜公園 

15 牛浜第一地区自主防災倉庫 牛浜 59 牛一公園 

16 牛浜第二地区自主防災倉庫 牛浜 163 福生公園 

17 原ヶ谷戸地区自主防災倉庫 福生 286－８ 親和児童遊園 

18 志茂第一地区自主防災倉庫 福生 412－２ 中福生睦橋西側 

19 志茂第二地区自主防災倉庫 志茂 73 志茂公園 

20 本町第一地区自主防災倉庫 本町 25－４ ひふみ児童遊園 

21 本町地区自主防災倉庫 本町 53 いなげや福生銀座店北側 

22 本町中央地区自主防災倉庫 本町 92－１ 福生駅西口駐車場 

23 本町第六地区自主防災倉庫 福生 1028 本六会館 

24 本町第七地区自主防災倉庫 福生 2148－１ もくせい公園 

25 本町第八第一地区自主防災倉庫 武蔵野台２－14－４ 市営住宅緑地 

26 本町第八第二地区自主防災倉庫 加美平１－11 加美平東公園 

27 武蔵野台一丁目地区自主防災倉庫 武蔵野台１－14 武蔵野台東公園 

28 福生加美平住宅地区自主防災倉庫 加美平４－１－14 加美平住宅 14 号棟北側 

29 永田地区自主防災倉庫 福生 592 永田児童遊園 

30 長沢地区自主防災倉庫 福生 1116 長沢クラブ 

31 加美地区自主防災倉庫 福生 1280－１ わかぎり会館 

32 南田園二丁目地区自主防災倉庫 南田園２－12 富士見公園 

 

資料－10 給水拠点 

名称 所在地 電話番号 有効貯水量 

福生武蔵野台浄水所 武蔵野台２－32 551-2911 2,540 ㎥ 

明神下公園震災対策応急給水槽 南田園１-12-１   1,500 ㎥ 
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資料―11 緊急輸送道路図 
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資料－12 ヘリコプター発着予定地 

施設名 所在地 発着面積 
適  否 

小型 中型 大型  

多摩川中央公園 

(げんき広場) 
北田園１-17 100ｍ×80ｍ ○ ○ × 

多摩川緑地福生南公園 南田園１-１-１ 100ｍ×80ｍ ○ ○ × 

加美平野球場 加美平１-21 50ｍ×50ｍ ○ ○ × 

※離着陸（発着）のため必要最小限度の地積 

・大型ヘリコプター ･･･100ｍ四方の地積 

・中型ヘリコプター ･･･ 50ｍ四方の地積 

・小型ヘリコプター ･･･ 30ｍ四方の地積 

 

 

資料－13 要配慮者利用施設一覧 

小・中学校 

施設名 所在地 

要避難地区・要避難範囲 

浸水想定 
土砂災害 

警戒 

土砂災害 

特別警戒 

福生第一小学校 福生 1055    

福生第二小学校 熊川 623    

福生第三小学校 牛浜 162    

福生第四小学校 福生 1290    

福生第五小学校 南田園１-２-２ ○ ○  

福生第六小学校 加美平１-９-１    

福生第七小学校 北田園１-１-１ ○ ○  

福生第一中学校 熊川 845    

福生第二中学校 加美平１-22-１    

福生第三中学校 南田園３-１-１ ○ ○  
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保育園・幼稚園・その他児童利用施設 

施設名 所在地 

要避難地区・要避難範囲 

浸水想定 
土砂災害 

警戒 

土砂災害 

特別警戒 

すみれ保育園 福生 959-８    

福生保育園 福生 1058-11    

わらべつくし保育園 南田園１-４-12 ○   

熊川保育園 熊川 597-１    

東福保育園 福生 209    

若葉保育園 熊川 1430    

加美平保育園 加美平４-１-１    

福生杉ノ子保育園 志茂 47-３    

杉ノ子第二保育園 南田園３-４-２ ○   

杉ノ子第三保育園 熊川 373-１    

弥生保育園 加美平３-37-13    

福生本町保育園 福生 2143-11    

ありんこ保育園 加美平１-17-７    

牛浜こども園 牛浜 121-４    

ちゃいれっく福生駅前保育園 東町４-８    

福生多摩幼稚園小規模保育園

乳幼児部ひよこ 
本町 22-３    

牛浜幼稚園 熊川 960    

聖愛幼稚園 熊川 490    

清岩院幼稚園 福生 509    

福生多摩幼稚園 福生 1276    
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施設名 所在地 

要避難地区・要避難範囲 

浸水想定 
土砂災害 

警戒 

土砂災害 

特別警戒 

田園児童館 南田園３-６-１ ○   

武蔵野台児童館 武蔵野台１-12-２    

熊川児童館 

熊川 1143-１ 

都営熊川アパート 

23 号棟１階 

   

子ども応援館 北田園２-５-７ ○   

 

病院 

施設名 所在地 

要避難地区・要避難範囲 

浸水想定 
土砂災害 

警戒 

土砂災害 

特別警戒 

公立福生病院 加美平１-６-１    

熊川病院 熊川 154    

大聖病院 福生 871    

目白第二病院 福生 1980    

 

障害者福祉施設等 

施設名 所在地 

要避難地区・要避難範囲 

浸水想定 
土砂災害 

警戒 

土砂災害 

特別警戒 

福生学園・あらたま寮 熊川 1600-２    

グループホームきんもくせい 福生 2351-１    

グループホーム元気 
福生 2169-２ 

ウィステリア福生 
   

グループホームけやき 
福生 697 

第二長寿ビル106他 
   

グリーンオアシス 熊川 738-４    



277 

施設名 所在地 

要避難地区・要避難範囲 

浸水想定 
土砂災害 

警戒 

土砂災害 

特別警戒 

ニールテーラーホーム 
福生 1744-３ 

フォンテーヌ加美 101 他 
   

泉ハウス 熊川 786-９    

ショートステイ・とまろーよ 
南田園３-14-６ 

-２Ｆ 
○   

はっぴぃ 
南田園２-13-１ 

福祉センター内 
○   

れんげ園 南田園３-６-１ ○ ○  

障害者生活介護通所施設 

せせらぎ 

熊川 202-１ 

ホワイトパレス拝島 105 
   

麦わら帽子 福生 2125-３    

ジョブスペース游 福生 2351-１    

就労センター 

拝島駅作業所 
熊川 1395-１    

就労センター 

第２拝島駅作業所 

熊川 1646-１ 

サンライズマルヤＡ 
   

パン工房 モンパルふっさ 福生 2049-５    

わーくあっぷ 武蔵野台１-11-７    

わーくあっぷ福生西口 
本町 123-１ 

加藤ビル４階 
   

ＦＵＳＳＡ地域福祉事業所 

歩っ歩 
武蔵野台２-３-20    

あそぼーよ 
南田園３-５-21 

森田ビルＡ号 
○   

ドリームボックス拝島 
熊川 202-１ 

ホワイトパレス拝島１階 
   

ぶどうの木 
福生 1062-12 

ＡＭＴ２階 
   

つなごーよ 
南田園３-18-15 

ユタカビル１階 
○   

地域活動支援センター 

ハッピーウイング 

東町６-８ 

ＭＥビル３階 
   

障害者就業・生活支援センター 

けるん 

本町 94-９ 

山本ビル１階 
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老人福祉施設等 

施設名 所在地 

要避難地区・要避難範囲 

浸水想定 
土砂災害 

警戒 

土砂災害 

特別警戒 

福祉センター 南田園２-13-１ ○   

サンシャインビラ 北田園１-53-３ ○   

第２サンシャインビラ 福生 3244-10 ○   

ヨコタホーム 福生 2300-４    

福生ことぶき苑 北田園１-56-１ ○   

ユーアイビラ 南田園１-10-３ ○   

応援家族福生 志茂 209-１    

サニーライフ福生 熊川 1658-１    

パステルライフ福生 福生二宮 2461    

ゆいま～る拝島 熊川 1403-１    

福生紀水苑 本町 87-１    

そんぽの家 福生公園 熊川 853-３    

高齢者マンションサンシャイ

ンビラ 
熊川 1394-１    
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資料－14 協定関係 

 

【協定一覧表】 

№ 協定名 協定締結先 締結年月日 協定の内容 

１ 
災害時の医療救護活動に
ついての協定書 

一般社団法人 
西多摩医師会 

昭和52年７月12日 
医療救護活動の
協力 

２ 
災害時における応急救護
活動についての協定書 

東京都柔道接骨師会西
多摩支部福生地区 

平成７年11月21日 
傷病者に対する
応急救護、衛生材
料等の供給 

３ 
震災時等の相互応援に関
する協定 

東京都 25市３町１村 
(八王子市,立川市,武
蔵野市,三鷹市,青梅
市,府中市,昭島市,調
布市, 町田市,小金井
市,小平市,日野市,東
村山市,国分寺市,国立
市,西東京市,狛江市,
東大和市,清瀬市,東久
留米市,武蔵村山市,多
摩市,稲城市,羽村市,
あきる野市,瑞穂町,日
の出町,奥多摩町,檜原
村) 

平成８年３月１日 

食糧、飲料水及び
生活必需物等、車
両、一時収容施設
の提供、職員の派
遣 等 

４ 
災害時における非常無線
通信の協力についての協
定書 

福生アマチュア無線ク
ラブ  

平成８年３月27日 
災害情報の収集
及び伝達 

５ 
災害時における郵便局、
福生市の協力に関する覚
書 

あきる野郵便局  平成10年６月１日 
車両、施設の提
供、情報の提供 
等 

６ 
災害時における市施設使
用の協力に関する協定 

東京消防庁福生消防署  平成11年11月１日 
市施設を消防活
動等で使用 

７ 
避難所等施設利用に関す
る協定書 

東京都立多摩工業高等
学校  

平成13年９月１日 
施設を避難所等
に提供 

８ 
避難所等施設利用に関す
る協定書 

東京都立福生高等学校  平成13年９月１日 
施設を避難所等
に提供 

９ 
災害時における緊急放送
に関する協定書 

多摩ケーブルネットワ
ーク株式会社  

平成15年４月１日 放送の要請 

10 消防相互応援協定書 

東京都３市３町１村 
(青梅市，羽村市，あき
る野市，瑞穂町，日の
出町，奥多摩町，檜原
村) 

平成17年７月１日 
消防団の相互応
援 

11 友好交流都市協定書 
北海道 登別市 ，滋賀
県 守山市 

平成19年11月20日 相互の応援体制 

12 
災害時における非常通信
の運用に関する協定書 

東京消防庁福生消防署  平成20年３月１日 非常通信の協力 

13 
災害時における生鮮食料
品等の供給並びに農地の
使用に関する協定書 

西多摩農業協同組合  平成20年４月24日 

生鮮食料品等の
供給、避難・応急
仮設住宅建設用
地のための農地
の斡旋 

14 
災害時における衛生活動
に関する協定書 

東京都理容生活衛生同
業組合西多摩支部福生
地区  

平成21年１月16日 
理容の実施、理容
の資機材・消耗品
の提供 

15 
災害時における応急対策
業務に関する協定書 

福生市建設防災協力会  平成22年３月10日 
応急対策活動の
協力 

16 
災害時における市民等へ
の支援に関する協定書 

出光リテール販売株式
会社 東京カンパニー  

平成22年９月22日 
災害対応型給油
所における帰宅
困難者への支援 
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№ 協定名 協定締結先 締結年月日 協定の内容 

17 
災害時における燃料等の
優先供給に関する協定書 

出光リテール販売株式
会社 東京カンパニー  

平成22年９月22日 
燃料等の優先供
給 

18 
避難誘導標識等の設置及
び維持管理等に関する協
定 

特定非営利活動法人 
都市環境標識協会 

平成22年10月26日 
避難誘導標識灯
の設置及び維持
管理 

19 
災害時の情報交換に関す
る協定 

国土交通省 
関東地方整備局 

平成23年４月14日 
災害時の情報交
換 

20 
災害時における水再生セ
ンターへのし尿搬入及び
受入れに関する覚書 

東京都下水道局流域下
水道本部  

平成23年９月30日 し尿の受入れ 

21 
特設公衆電話の設置・利
用に関する覚書 

東日本電信電話株式会
社  

平成25年２月１日 
特設公衆電話の
設置、利用、管理 

22 
災害時における二次避難
所（福祉避難所）の開設
等に関する協定書 

社会福祉法人 
もくせい会  

平成25年３月27日 
福祉避難所の開
設、受入れ 

23 
災害時における二次避難
所（福祉避難所）の開設
等に関する協定書 

社会福祉法人 
福陽会  

平成25年３月27日 
福祉避難所の開
設、受入れ 

24 
災害時における二次避難
所（福祉避難所）の開設
等に関する協定書 

社会福祉法人 
福寿会  

平成25年３月27日 
福祉避難所の開
設、受入れ 

25 
災害時における二次避難
所（福祉避難所）の開設
等に関する協定書 

医療法人社団 
永進会  

平成25年３月27日 
福祉避難所の開
設、受入れ 

26 
災害時における二次避難
所（福祉避難所）の開設
等に関する協定書 

医療法人社団 
豊寿会  

平成25年３月27日 
福祉避難所の開
設、受入れ 

27 
災害時における妊産婦等
支援活動に関する協定書 

一般社団法人東京都助
産師会西多摩助産師会  

平成25年３月27日 妊産婦のケア等 

28 

災害時におけるボランテ
ィア活動等に関する協定
書第８条第２項の規定に
関する覚書 

社会福祉法人 
福生市社会福祉協議会  

平成25年４月１日 
資機材等の保管、
管理及び運用 

29 
災害時におけるボランテ
ィア活動等に関する協定
書 

社会福祉法人 
福生市社会福祉協議会  

平成25年４月１日 
災害ボランティ
アセンターの設
置、運営 

30 

防災及び災害対策に関す
る在日米軍横田基地第
374 空輸航空団と福生市
との合意に関する覚書 

米空軍第 374 空輸航空
団 

平成25年12月４日 

防災及び災害対
策に関する相互
支 援 態 勢 の 強
化・改善 

31 
災害時における二次避難
所（福祉避難所）の開設
等に関する協定書 

社会福祉法人 
あすはの会 

平成26年３月31日 
福祉避難所の開
設、受入れ 

32 
災害に係る情報発信等に
関する協定 

ヤフー株式会社 平成26年７月22日 
災害時の情報発
信 

33 
災害時における自動車等
の提供に関する協定書 

株式会社ホンダ東京西 平成26 年10 月３日 
災害時の自動車
等提供 

34 
災害時における物資の供
給に関する協定書 

株式会社マルフジ 平成26 年10 月３日 
災害時の物資提
供 

35 
災害時における避難所施
設利用に関する協定書 

東京都 青梅市、東京都 
羽村市、東京都 瑞穂
町、西多摩衛生組合 

平成27年10月１日 
施設を避難所等
に提供 

36 
災害時の医療救護活動に
関する協定 

一般社団法人西多摩薬
剤師会 

平成28年４月28日 
医療救護活動の
協力 

37 
災害時における医薬品等
の調達業務に関する協定 

株式会社スズケン、ア
ルフレッサ株式会社、
酒井薬品株式会社 
東邦薬品株式会社、株
式会社メディセオ 

平成28年４月28日 
災害時の医薬品
等の調達 
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№ 協定名 協定締結先 締結年月日 協定の内容 

38 
災害時における緊急物資
輸送に関する協定書 

西多摩運送株式会社 平成30年２月７日 
災害時の緊急物
資輸送 

39 
多摩地域における下水道
管路施設の災害時復旧支
援に関する協定 

東京都下水道局、東京
都 25市３町１村(八王
子市,立川市,武蔵野
市,三鷹市,青梅市,府
中市,昭島市,調布市, 
町田市,小金井市,小平
市,日野市,東村山市,
国分寺市,国立市,西東
京市,狛江市,東大和
市,清瀬市,東久留米
市,武蔵村山市,多摩
市,稲城市,羽村市,あ
きる野市,瑞穂町,日の
出町,奥多摩町,檜原
村)、東京都都市づくり
公社、下水道メンテナ
ンス協同組合 

平成30年10月29日 
災害時の下水道
管路施設の復旧
支援 
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資料－15 被害状況等報告基準 

 

（１）災害による人及び建物等の被害の判定基準は、おおむね次によるものとする。 

被害区分 判定基準 

 

人 

的 

被 

害 

死者 
当該災害が原因で死亡し、死体を確認したもの、又は死体を確認する

ことができないが死亡したことが確実なもの 

行方不明 当該災害が原因で所在不明となり、かつ死亡の疑いのあるもの 

負傷者 

重傷者 
災害のため負傷し、医師の治療を受けまたは受ける必要のあるものの

うち、１月以上の治療を要する見込みのもの 

軽傷者 
災害のため負傷し、医師の治療を受けまたは受ける必要のあるものの

うち、１月未満で治療できる見込みのもの 

 

 

住 

家 

の 

被 

害 

全壊、全焼、 

全流失 

住家がその居住のための基本的機能を喪失したもの、すなわち、住家

全部が倒壊、流失、埋没、焼失したもの、または住家の損壊が甚だし

く、補修により元通りに再使用することが困難なもの。具体的には、

「災害に係る住家の被害認定基準運用指針」（内閣府）による。 

半壊、半焼 

住家がその居住のための基本的機能の一部を喪失したもの、すなわち、

住家の損壊が甚だしいが、補修すれば元通りに再使用できる程度のも

の。具体的には、「災害に係る住家の被害認定基準運用指針」（内閣府）

による。 

一部破損 
被害が半壊に達しないが、ある程度の補修を加えれば再びその日的に

使用できる程度のもの 

浸水 
床上 浸水が住家の床上に達した程度のもの 

床下 浸水が住家の床上に達せず、床下に溜った程度のもの 

  田 

被畑

害の 

流失、埋没 耕土が流失し、又は砂利等の堆積のため耕作が不能となったもの 

冠水 植付作物の先端が見えなくなる程度に水につかったもの 

 

 

そ 

の 

他 

の 

被 

害 

道路決壊 
高速自動車道、一般国道、県及び市町村道の一部が損壊し車両の通行

が不能となった程度の被害 

橋梁流失 
市町村道以上の道路に架設した橋が一部又は全部流失し、一般の渡橋

が不能になった程度の被害 

堤防決壊 
河川法にいう１級河川及び２級河川の堤防、あるいは溜池、かんがい

用水路の堤防が決壊し、復旧工事を要する程度の被害 

鉄道不通 汽車、電車等の運行が不能となった程度の被害 

被害 

船舶 

沈没 船体が没し、航行不能になったもの 

流失 流失し、所在が不明となったもの 

破損 修理しなければ航行できないもの 

文 

化 

財 

の 

被 

害 

全壊又は滅失 
文化財が滅失し、又は損壊部分が甚しく残存部分に補修を加えても文

化財としての価値を失ったと認められるもの 

半壊 
重要部分に相当の被害を被ったが、相当の補修を加えれば文化財とし

ての価値を維持できるもの 

一部破損 
被害が一部分にとどまり、補修により文化財としての価値を維持でき

るもの 
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（２）被害報告に使用する用語の定義は次のとおりとする。 

用 語 定    義 

住家 
現実に居住のため使用している建物をいい、社会通念上の住家であるかどうか

を問わない。 

世帯 

生計を一にしている実際の生活単位をいう。、同一家屋内に親子夫婦であって

も、生活の実態が別々であれば当然２世帯となる。 

また、主として学生等を宿泊させている寄宿舎、下宿その他これらに類する施

設に宿泊するもので、共同生活を営んでいるものについては、原則としてその

寄宿舎等を１世帯として取扱うものとする。 

非住家被害 

住家以外の建築物をいう。 

なお、官公署、学校、病院、公民館、神社、仏閣等は非住家とする。 

ただし、これらの施設に、常時、人が居住している場合には、当該部分は住家

とする。 

船舶 櫓、櫂のみをもって運転する舟以外の舟をいう。 

罹災世帯 災害により、全壊、半壊、床上浸水により被害を受けた世帯をいう。 

罹災者 罹災世帯の構成員をいう。 
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資料－16 災害救助法による救助の内容等（平成 30 年４月１日現在） 

 
救助の 

種 類 
救 助 の 程 度 及 び 方 法 

救助の 

期間 

避難所の

設置 

１ 災害により現に被害を受け、又は受けるおそれのあるものを収容する。 災 害 発

生 の 日

か ら ７

日以内 

２ 設置のため支出できる費用は、設置、維持及び管理のための賃金職員等雇上

費、消耗器材費、建物の使用謝金、器物の使用謝金、借上費又は購入費、光

熱水費並びに仮設便所等の設置を含む。 

３ 避難に当たっての輸送費は別途計上。 

イ 基本額 

避難所設置費１人１日につき 320 円以内 

ロ 加算額  

高齢者等の要援護者等を収容する「福祉避難所」を設置した場合、通

常の実費を加算 

応急仮設

の供与 

１ 住宅が全壊、全焼、又は流出し、住居する住居がない者で、かつ、自らの資

力では住宅を得ることができないものを収容する。 

完 成 の

日 か ら

２ 年 以

内 

２ 1 戸当たりの規模は応急救助の趣旨を踏まえ、実施主体が地域の実情、世帯

構成等に応じて設定し、その設置のため支出できる費用は、設置にかかる原

材料費、労務費、付帯設備工事費、輸送費及び建設事務費等の一切を経費と

して、5,610,000 円以内とする。 

３ 同一敷地内又は近接する地域内に 50 戸以上設置した場合は、居住者の集会

等に利用するための施設を設置することができる。この場合において、１施

設当たりの規模及びその施設のために支出できる費用は、２にかかわらず、

別に定める。 

４ 高齢者等であって、日常の生活上特別な配慮を要するものを２人以上収容

し、並びに老人福祉法（昭和 38 年法律第 133 号）第５条の２第２に規定す

る老人居宅介護等事業等を利用しやすい構造及び設備を有する施設（以下

「福祉仮設住宅」という。）を応急仮設住宅として設置することができる。

この場合の応急仮設住宅の設置戸数は、被害者に提供される福祉仮設住宅の

部屋数とする。 

５ 民間賃貸借り上げによる設置も対象とする。 

６ 災害発生の日から 20 日以内に着工し、速やかに設置する。 

炊出しそ

の他によ

る食品の

給与 

１ 避難所に収容された者。 災 害 発

生 の 日

か ら ７

日以内 

２ 全半壊（焼）、流失、床上浸水で炊事ができない者。 

３ 床下浸水で自宅において自炊不可能な者。 

４ 支出できる費用は、１人１日につき、1,140 円以内とする。 

飲料水の

給与 

１ 災害のために現に飲料水を得ることができない者に対して行う。 

２ 支出できる費用は、当該地域における通常の実費とする。 

３ 輸送費、人件費は別途計上 

被服、寝

具その他

生活必需

品の給与

又は貸与 

１ 住家の全壊、全焼、流出、半壊、半焼又は床上浸水（土砂のたい積により一

時的に住居することができない状態となったものを含む。以下同じ。）若し

くは船舶の遭難等により、生活上必要な被服、寝具その他日用品等を喪失し、

又はき損し、直ちに日常生活を営むことが困難な者に対して行う。 

災 害 発

生 の 日

から 10

日以内 

２ 支出できる費用は、季別及び世帯区分により、１世帯につき次の表に掲げる

額の範囲内とする 
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区 分 
季
節 

世 帯 区 分 

１人 
世帯 

２人 
世帯 

３人 
世帯 

４人 
世帯 

５人 
世帯 

６人以上１

人増すごと

に加算する

額 

住家の全焼、全
壊又は流出によ
り被害を受けた
世帯 

夏 
円 円 円 円 円 円 

18,500 23,800 35,100 42,000 53,200 7,800 

冬 30,600 39,700 55,200 64,500 81,200 11,200 

住家の半壊、半
焼又は床上浸水
により被害を受
けた世帯 

夏 6,000 8,100 12,200 14,800 18,700 2,600 

冬 9,800 12,800 18,100 21,500 27,100 3,500 
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救助の 

種 類 
救 助 の 程 度 及 び 方 法 

救助の 

期 間 

医 療 

１ 災害のため医療の途を失った者に対して応急的に処置する。 災害発生

の日から

14 日以内 

２ 支出できる費用は、次のとおりとする。 

イ  救護班による場合 使用した薬剤、治療材料及び破損した医療器具の

修繕費等の実費 

ロ  病院又は診療所による場合 国民健康保険の診療報酬の額以内 

３ 患者等の移送費は別途計上。 

助 産 

１ 災害発生の日以前７日以内又は当該日以後７日以内に分べんした者であっ

て、災害のため助産の途を失ったものに対して行う。 

分べんし

た日から

７日以内 ２ 支出できる費用は、次のとおりとする。 

イ  救護班等による場合 使用した衛生材料等の実費 

ロ  助産婦による場合 慣行料金の 100 分の 80 以内の額 

３ 妊婦等の移送費は別途計上。 

災害にか

かった者

の救出 

１ 災害のために現に生命若しくは身体が危険な状態にある者又は生死不明の

状態にある者を捜索し、救出する。 

災害発生

の日から

３日以内 ２ 支出できる費用は、当該地域における通常の実費とする。 

３ 期間内に生死が明らかにならない場合は以後「死体の捜索」として取り扱う。 

４ 輸送費、人件費は別途計上。 

災害にか

かった住

宅の応急

修理 

１ 災害のため住家が半壊、又は半焼し、自らの資力では応急修理をすることが

できない者に対して行う。 

災害発生

の日から

１ヶ月以

内 

２ 居室、炊事場、及び便所等の日常生活に必要最小限の部分に対して行う。 

一世帯につき 584,000 円以内とする。 

学用品の

給与 

１ 住家の全壊、全焼、流出、半壊、半焼又は床上浸水により学用品を喪失、又

はき損し、就学上支障のある小学校児童、中学校生徒及び高等学校等生徒に

対して行う。 

災害発生

の日か

ら、教科

書につい

ては１ヶ

月以内、

文房具及

び通学用

品につい

ては15日

以内 

２ 支出できる費用は、次の額の範囲内とする。 

  イ  教科書等 

   教科書及び当該教科書以外の教材で、教育委員会に届け出、又はその

承認を受けて使用している教材の実費 

  ロ  文房具及び通学用品 

   小学校児童 １人につき 4,400 円以内 

    中学校生徒 １人につき 4,700 円以内 

高等学校等生徒  １人につき   5,100 円以内 

3 入進学時の場合は個々の実情に応じて支給する。 

埋 葬 

１ 災害の際死亡した者を対象にして実際に埋葬を実施する者に、棺又は棺材等

の現物を支給する。 

災害発生

の日から

10 日以内 ２ 次の範囲内において支給する。 

一体につき 

大人（12 才以上）211,300 円以内 

小人（12 才未満）168,900 円以内とする。 

３ 災害発生の日以前に死亡した者であっても対象となる。 

死体の捜

索 

１ 災害により現に行方不明の状態にあり、かつ、四囲の事情により既に死亡し

ていると推定される者に対して行う。 

災害発生

の日から

10 日以内 ２ 支出できる費用は、当該地域における通常の実費とする。 

３ 輸送費、人件費は、別途計上。 

４ 災害発生後３日を経過したものは一応死亡した者と推定している。 

死体の処

理 

１ 災害の際死亡した者について、死体に関する処理（埋葬を除く）を行う。 災害発生

の日から

10 日以内 

２ 検案は、原則として救護班によって行う。 

３ 支出できる費用は、次のとおりとする。 

イ  死体の洗浄、縫合、消毒等の処理のための費用  １体につき 3,400

円以内 

ロ  死体の一時保存のための費用 

 1)既存建物借上費：通常の実費 

 2)既存建物以外 ：１体につき 5,300 円以内 

ハ 救護班により検案ができない場合は、当該地域の慣行料金の額以内 

４ ドライアイスの購入費等の経費が必要な場合当該地域における通常の実費

を加算することができる。 
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救助の 

種 類 
救 助 の 程 度 及 び 方 法 

救助の 

期 間 

障害物の

除去 

１ 居室、炊事場等生活に欠くことのできない部分又は玄関等に障害物が運びこ

まれているため、生活に支障をきたしている場合で自力では除去することが

できない者に対して行う。 

災害発生

の日から

10 日以内 

２ 支出できる費用は、一世帯につき 135,400 円以内とする。 

輸送費及

び賃金職

員等雇上

費 

１ 次の範囲内において行う。 当該救助

の実施が

認められ

る期間以

内 

イ  被災者の避難 

ロ  医療及び助産 

ハ  災害にかかった者の救出 

ニ  飲料水の供給 

ホ  死体の捜索 

ヘ  死体の処理 

ト  救済用物資の整理配分 

２ 支出できる費用は、当該地域における通常の実費とする。 

備考 救助の期間については、やむを得ない特別の事情があるときは、延長することがあ

る。 
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資料－17 り災証明 

 

 

      り 災 証 明 書 
〇〇り災 第  －    号 

年  月  日 

世帯主住所  

世帯主氏名   世帯人員    人 

り 

災 

状 

況 

災害の原因    年  月  日           による 

り災者住所  

り災者  

り災者区分  

り災場所  

り災物件種別  

 世帯構成 

 

 

 

氏 名 続柄 年齢 氏 名 続柄 年齢 

      

      

      

      

      

 

 

り 

災 

程 

度 
区 分  

参 考  

その他  

   

 上記のとおり、り災したことを証明する。 

    年  月  日 

 

            福生市長 〇〇 〇〇 

 

 

                             公印番号 第  －    号 
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資料－18 多摩川重要水防箇所 

番
号 

重要度 
左右 

岸別 

重要水防箇所 
延長

(m) 
重要なる理由 

想定される

水防工法 種別 
階

級 
地先名 杭位置 

１ 
法崩れ・すべり 

水衝洗掘 

Ｂ 

Ｂ 
左 

福生市 

大字福生 

52.4k+100m 

52.2k+130m 
181.8 

法崩れ又はすべ

り発生の恐れ 

水衝部 

表むしろ張

り 

木流し 

２ 法崩れ・すべり Ｂ 左 
福生市 

大字福生 

52.2k+130m 

52.2k+100m 
36.9 

法崩れ又はすべ

り発生の恐れ 

表むしろ張

り 

３ 水衝洗掘 Ｂ 左 
福生市 

大字福生 

52.2k+80m 

51.4k 
855.5 

越水危険箇所 

水衝部 
木流し 

４ 水衝洗掘 Ｂ 左 
福生市北田

園２丁目 

50.8k+31m 

50.8k 
39.5 水衝部 木流し 

５ 水衝洗掘 Ｂ 左 
福生市 

南田園 

50.0K 

49.4k+190m 
421.1 水衝部 木流し 
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資料－19 土砂災害警戒区域 

 

（平成30年７月１日現在） 

 

土砂災害警戒区域  …急傾斜地の崩壊等が発生した場合に、住民等の生命又は身体に危

害が生じるおそれがあると認められる土地の区域で、都道府県知事

が指定する区域 

土砂災害特別警戒区域…急傾斜地の崩壊等が発生した場合に、建築物に損壊が生じ住民等

の生命又は身体に著しい危害が生じるおそれがあると認められる

土地の区域で、都道府県知事が指定する区域 

 

指定区域 

№ 町会・自治会名 所在地 自然現象の種類 
土砂災害特別 

警戒区域の有無 
区域番号 

１ 熊川住宅、南 福生市熊川 急傾斜地の崩壊 有 218001-K001 

２ 南 福生市熊川 急傾斜地の崩壊 有 218001-K002 

３ 南 
福生市熊川、南田園

１丁目 
急傾斜地の崩壊 有 218001-K003 

４ 
南田園一丁目、内

出、鍋ヶ谷戸第一 

福生市熊川、南田園

１丁目 
急傾斜地の崩壊 有 218001-K004 

５ 

鍋ヶ谷戸第一、南

田園一丁目、南田

園二丁目 

福生市熊川、南田園

１丁目、南田園２丁

目 

急傾斜地の崩壊 有 218001-K005 

６ 

鍋ヶ谷戸第一、鍋

ヶ谷戸第二、南田

園二丁目 

福生市熊川、南田園

２丁目 
急傾斜地の崩壊 有 218001-K006 

７ 
鍋ヶ谷戸第二、南

田園二丁目 

福生市熊川、南田園

２丁目 
急傾斜地の崩壊 有 218001-K007 

８ 
熊川牛浜、南田園

三丁目 

福生市熊川、南田園

３丁目 
急傾斜地の崩壊 有 218001-K008 

９ 
牛浜第一 

志茂第一 

福生市牛浜、北田園

１丁目 
急傾斜地の崩壊 有 218001-K009 

10 
牛浜第一 

志茂第一 

福生市福生、牛浜、

北田園１丁目 
急傾斜地の崩壊 有 218001-K010 

11 加美 福生市福生 急傾斜地の崩壊 有 218001-K011 

12 加美 福生市福生 急傾斜地の崩壊 有 218001-K012 

13 加美 福生市福生 急傾斜地の崩壊 有 218001-K013 

14 加美 福生市福生 急傾斜地の崩壊 無 218001-K014 

15 加美 福生市福生 急傾斜地の崩壊 無 218001-K015 

16 加美 福生市福生 急傾斜地の崩壊 有 218001-K016 

17 加美 福生市福生 急傾斜地の崩壊 無 218001-K017 
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資料－20 激甚災害指定基準 

 

 激甚災害制度は、地方財政の負担を緩和し、又は被災者に対する特別の助成を行うこと

が特に必要と認められる災害が発生した場合に、中央防災会議の意見を聴いた上で、当該

災害を激甚災害として指定し、併せて当該災害に対して適用すべき災害復旧事業等に係る

国庫補助の特別措置等を指定するものです。指定されると、地方公共団体の行う災害復旧

事業等への国庫補助のかさ上げや中小企業事業者への保証の特例など、特別の財政援助・

助成措置が講じられます。 

 なお、指定については、「激甚災害に対処するための特別の財政援助等に関する法律」に

基づき、政令で指定することになりますが、政令の制定・改正にあたっては、中央防災会

議があらかじめ定めている「激甚災害指定基準」及び「局地激甚災害指定基準」によりま

す。 
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【激甚災害指定基準（本激）】 
激甚災害法

適用条項 
適用措置 指定基準 

第２章 

(第３条） 

(第４条） 

公共土木施設災害復

旧事業等に関する特

別の財政援助 

Ａ 公共施設災害復旧事業費等の査定見込額＞全国標準税収

入×0.5％ 

Ｂ 公共施設災害復旧事業費等の査定見込額＞全国標準税収

入×0.2％ 

かつ 

(１) 一の都道府県の査定見込額＞当該都道府県の標準税収

入×25％ 

……の県が１以上 

又は 

(２) 県内市町村の査定見込総額＞県内全市町村の標準税収

入×５％ 

……の県が１以上 

第５条 農地等の災害復旧事

業等に係る補助の特

別措置 

Ａ 農地等の災害復旧事業費の査定見込額＞全国農業所得推

定額×0.5％ 

Ｂ 農地等の災害復旧事業費の査定見込額＞全国農業所得推

定額×0.15％ 

かつ 

(１) 一の都道府県の査定見込額＞当該都道府県の農業所得

推定額×４％ 

……の県が１以上 

又は 

(２) 一の都道府県の査定見込額＞10 億円……の県が１以上 

第６条 農林水産業共同利用

施設災害復旧事業費

の補助特例 

(１) 第５条の措置が適用される場合 

又は 

(２) 農業被害見込額＞全国農業所得推定額×1.5％で第８条

の措置が適用される場合 

ただし、(１)(２)とも、当該被害見込額が５千万円以下の場

合は除く。 

ただし、上記に該当しない場合であっても、水産業共同利用

施設に係るものについて、 

当該災害に係る漁業被害見込額が農業被害見込額を超え、 

かつ、次のいずれかに該当する激甚災害に適用する。 

(３) 漁船等の被害見込額＞全国漁業所得推定額×0.5％ 

又は 

(４) 漁業被害見込額＞全国漁業所得推定額×1.5％で第８条

の措置が適用される場合 

ただし、(３)(４)とも、水産業共同利用施設に係る被害見込

額が５千万円 

以下の場合を除く。 

第８条 天災による被害農林

漁業者等に対する資

金の融通に関する暫

定措置の特例 

Ａ 農業被害見込額＞全国農業所得推定額×0.5％ 

Ｂ 農業被害見込額＞全国農業所得推定額×0.15％ 

かつ 

一の都道府県の特別被害農業者＞当該都道府県の農業者×

３％ 

……の県が１以上 

ただし、ＡＢとも、高潮、津波等特殊な原因による災害であ

って、その被害の態様から、この基準によりがたいと認めら

れるものについては、災害の発生のつど被害の実情に応じて

個別に考慮する。 
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激甚災害法

適用条項 
適用措置 指定基準 

第11条の

２ 

森林災害復旧事業に

対する補助 

Ａ 林業被害見込額＞全国生産林業所得推定額×５％ 

Ｂ 林業被害見込額＞全国生産林業所得推定額×1.5％ 

かつ 

(１) 一の都道府県の林業被害見込額 

＞当該都道府県の生産林業所得推定額×60％ 

……の県が１以上 

又は 

(２) 一の都道府県の林業被害見込額＞全国生産林業所得推

定額×１％ 

……の県が１以上 

ただし、ＡＢとも、林業被害見込額は樹木に係るものに限り、

生産林業所得推定額は木材生産部門に限る。 

第 12 条 中小企業信用保険法

による災害関係保証

の特例 

Ａ 中小企業関係被害額＞全国中小企業所得推定額×0.2％ 

Ｂ 中小企業関係被害額＞全国中小企業所得推定額×0.06％ 

かつ 

(１) 一の都道府県の中小企業関係被害額 

＞当該都道府県の中小企業所得推定額×２％ 

……の県が１以上 

又は 

(２) 一の都道府県の中小企業関係被害額＞1,400 億円 

……の県が１以上 

ただし、火災の場合又は第 12 条の適用の場合における中小企

業関連被害額の全国中小企業所得推定額に対する割合につい

ては、被害の実情に応じ特例的措置を講ずることがある。 

第16条  

 

 

第17条  

 

第19条  

公立社会教育施設災

害復旧事業に対する

補助  

私立学校施設災害復

旧事業に対する補助  

市町村が施行する感

染症予防事業に関す

る負担の特例  

第２章（第３条及び第４条）の措置が適用される場合。  

ただし、当該施設に係る被害又は当該事業量が軽微であると

認められる場合を除く。  

第22条  罹災者公営住宅建設

等事業に対する補助

の特例  

Ａ 被災地全域滅失戸数≧4,000 戸 

Ｂ (１) 被災地全域滅失戸数≧2,000戸  

かつ  

一の市町村の区域内の滅失戸数≧200戸又は住宅戸数の１割

以上  

……の市町村が１以上  

又は  

(２) 被災地全域滅失戸数≧1,200戸  

かつ  

一の市町村の区域内の滅失戸数≧400戸又は住宅戸数の２割

以上  

……の市町村が１以上  

ただし、(１)(２)とも、火災の場合における被災地全域の滅

失戸数については、被害の実情に応じ特例的措置を講ずるこ

とがある。 

第24条  小災害債に係る元利

償還金の基準財政需

要額への算入等  

第２章（第３条及び第４条）又は第５条の措置が適用される

場合。  
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激甚災害法

適用条項 
適用措置 指定基準 

第７条  開拓者等の施設の災

害復旧事業に対する

補助  

災害の実情に応じ、その都度検討する。 

第９条  森林組合等の行なう

堆積土砂の排除事業

に対する補助  

第10条  土地改良区等の行な

う湛水排除事業に対

する補助  

第11条  共同利用小型漁船の

建造費の補助  

第14条  事業協同組合等の施

設の災害復旧事業に

対する補助  

第20条  母子及び父子並びに

寡婦福祉法による国

の貸付けの特例  

第21条  水防資材費の補助の

特例  

第25条  雇用保険法による求

職者給付の支給に関

する特例  
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【局地激甚災害指定基準】 
激甚災害法

適用条項 
適用措置 指定基準 

第２章  

(第３条)  

(第４条)  

公共土木施設災害復

旧事業等に関する特

別の財政援助  

（１）次のいずれかに該当する災害  

①（イ）当該市町村が負担する公共施設災害復旧事業費等の

査定事業額  

＞当該市町村の標準税収入×50％  

（査定事業費が１千万円未満のものを除く。）  

（ロ）当該市町村の標準税収入が50億円以下であり、かつ、

当該市町村が負担する公共施設災害復旧事業費等の査定事業

額が２億５千万円を超える市町村  

当該市町村が負担する公共施設災害復旧事業費等の査定事業

額  

＞当該市町村の標準税収入×20％  

（ハ）当該市町村の標準税収入が50億円を超え、かつ、100

億円以下の市町村  

当該市町村が負担する公共施設災害復旧事業費等の査定事業

額  

＞当該市町村の標準税収入×20％  

+（当該市町村の標準税収入-50億円）×60％  

ただし、この基準に該当する市町村ごとの査定事業費を合算

した額がおおむね１億円未満である場合を除く。  

②①の公共施設災害復旧事業等の事業費の査定見込額からみ

て①に掲げる災害に明らかに該当することとなると見込まれ

る災害（当該災害に係る被害箇所の数がおおむね十未満のも

のを除く。）  

第５条  農地等の災害復旧事

業等に係る補助の特

別措置  

（２）次のいずれかに該当する災害  

①当該市町村内の農地等の災害復旧事業に要する経費  

＞当該市町村の農業所得推定額×10％  

（災害復旧事業に要する経費が１千万円未満のものを除く。）  

ただし、当該経費の合算額がおおむね５千万円未満である場

合を除く。  

②①の農地等の災害復旧事業に要する経費の見込額からみて

①に掲げる災害に明らかに該当することとなると見込まれる

災害（当該災害に係る被害箇所の数がおおむね十未満のもの

を除く。）  
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激甚災害法

適用条項 
適用措置 指定基準 

第６条  農林水産業共同利用

施設災害復旧事業費

の補助特例  

第５条の措置が適用される場合。  

ただし、上記に該当しない場合であっても、  

当該市町村内の漁業被害額が当該市町村内の農業被害額を超

え、  

かつ、  

当該市町村内の漁船等の被害額＞当該市町村の漁業所得推定

額×10％  

に該当する場合（漁船等の被害額が１千万円未満のものを除

く。）、水産業共同利用施設に係るものに限り適用する。  

ただし、これに該当する市町村ごとの当該漁船等の被害額を

合算した額がおおむね５千万円未満である場合を除く。  

第11条

の２  

森林災害復旧事業に

対する補助  

（３）当該市町村内の林業被害見込額(樹木に係るもの)  

＞ 当該市町村に係る生産林業所得推定額（木材生産部門）×

1.5  

（林業被害見込額が当該年度の全国生産林業所得（木材生産

部門）推定額のおおむね0.05％未満のものを除く。）  

かつ  

(１) 大火による災害にあっては、要復旧見込面積＞300ha  

又は  

(２) その他の災害にあっては、  

要復旧見込面積＞当該市町村の民有林面積(人工林に係るも

の)×25％  

第12条  中小企業信用保険法

による災害関係保証

の特例  

（４）中小企業関係被害額＞当該市町村の中小企業所得推定

額×10％  

（被害額が１千万円未満のものを除く。）  

ただし、当該被害額を合算した額がおおむね５千万円未満で

ある場合を除く。  

第24条  小災害債に係る元利

償還金の基準財政需

要額への算入等  

第２章（第３条及び第４条）又は第５条の措置が適用される

場合。  
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資料－21 注意報・警報等の種類・発表基準 
平成 29 年７月７日現在 

府県予報区：東京都   

一次細分区域：東京地方 

市町村等をまとめた地域：多摩西部 

警

報 
大雨 

(浸水害) 表面雨量指数基準 28 

(土砂災害) 土壌雨量指数基準 178 

 

洪水 

流域雨量指数基準 
 

複合基準 － 

指定河川洪水予報

による基準 
多摩川［調布橋］ 

暴風 平均風速 25m/s 

暴風雪 平均風速 25m/s 雪を伴う 

大雪 降雪の深さ 12 時間降雪の深さ 20cm 

波浪 有義波高  

高潮 潮位  

注

意

報 

大雨 
表面雨量指数基準 20 

土壌雨量指数基準 138 

洪水 

流域雨量指数基準  

複合基準 － 

指定河川洪水予報

による基準 
多摩川［調布橋］ 

強風 平均風速 13m/s 

風雪 平均風速 13m/s 雪を伴う 

大雪 降雪の深さ 12 時間降雪の深さ５cm 

波浪 有義波高  

高潮 潮位  

雷 落雷等により被害が予想される場合 

融雪 
 

濃霧 視程 100m 

乾燥 最小湿度 25％で実効湿度 50％ 

なだれ 
 

低温 

夏期：平年より５℃以上低い日が３日続いた後、さらに２日以上続

くとき 

冬期：-７℃以下、多摩西部は-９℃以下 

霜 ４月 10 日～５月 15 日 最低気温２℃以下 

着氷・着雪 大雪警報の条件下で気温が-２℃～２℃の時 

記録的短時間大雨情報 １時間雨量 100mm 
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